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新環境ガイドラインに基づく異議申立て手続きに係る 

第9回パブリック・コンサルテーションの模様について 

 
平成14年10月18日（金）国際協力銀行において、新環境ガイドラインに基づく異議申立て手続きに係る第9回

パブリック・コンサルテーションが開催され、50名以上の皆様の参加の下、積極的な議論が行われました。ここで
は、会場の模様をお届けします。（なお、記名での発言の公開を希望された方については、参加者の名前を記名

させて頂いています。ただし、参加者の皆様にご発言の内容は確認いただいていないため、文責は国際協力銀

行にあることをご了解ください。） 
 

 国際協力銀行からの出席者： 
  総務部：  矢島次長、入柿課長 

  金融業務部： 藤田課長、天野調査役 

  開発業務部： 山田課長、武貞調査役 
 

 
 

（矢島次長） 

 
おはようございます。それでは、パブリック・コンサルテーション・フォーラムを開催させていただきたいと思いま

す。 
きょうが、おそらくファーストラウンドの最後の回になるのだろうと思います。残っておりますところは、論点比較

表の中ではいちばん最後のページになりますが、「その他のご意見」ということです。ここは、ＪＢＩＣの案が、異議

申し立ての手続き要綱ということで手続き面に集中しているということで、「機関の構成」とか、「審査役の選任の
方法」といったところが入っておりませんでした。その点に関してのご意見ということですので、論点の比較という

形にはなっておりません。 
きょうは、これまでの議論の中で異議申し立ての手続き、その役割がだいぶはっきりしてまいりましたので、そう

いうことを受けまして、まずは「機関の構成」「選定の方法」といったところのＪＢＩＣの考え方を説明していただきま

して、その後、ご意見を賜りたいと考えております。それでは、まずＪＢＩＣからお願いいたします。 
 

（入柿課長） 
 

国際協力銀行総務部の入柿でございます。「機関の構成」につきましてですが、今のところ考えておりますのは、

まず本行が要件を定めまして、その要件に従って人選をしたうえで候補者を決定する。その後、本行、産業界、
学識経験者、ＮＧＯ、開発途上国等からなる選考委員会を組織いたしまして、その意見を踏まえて総裁が任命す

るという形を取りたいと考えております。 
その組織ですが、今のところ考えておりますのは、審査役を2名置くことにいたします。ただし、合議制ではなく

て、各申し立てについていずれかの審査役が専担する、で、他方の審査役の意見も踏まえて報告書を作成する

という形にしたいと思っております。 
人選の際の要件でございますが、いくつか設けたいと思っております。まずは法律的知見を有すること。これは、

本件が遵守・不遵守の判定にあたるということと、それから、問題解決と申しますか、対話の促進にあたるという
ことですので、最低限法律的な知見は必要であろうということでございます。2番目としまして、国際金融および／

または開発援助の知見を有すること。私どもの業務にある程度の知見を有することが必要かと思っております。

これは、国際金融もしくは開発援助のいずれか一方ないしは両方ということでございます。3番目といたしまして、
本行業務と直接利害関係にないことということが一つ挙げられようかと思います。できるだけ第三者性を確保する

ためには、利害関係のところは遮断したいと考えております。4番目としまして、これは当然でございますが、日本
語および英語に堪能なこと、を考えております。さらに、退職後2年間は本行の役職員となることができないことと

したいと考えております。 

それから、審査役2名をサポートする事務局員ですが、こちらのほうは本行職員3名程度をあてたいと、今のと
ころ考えております。 

とりあえず以上でございます。 
 

（矢島次長） 

 
最後のページの、これまでいただいた意見の中では「3名」がいいのではないかというご意見、あと、常設の事

務局を設置するということがございました。これはメコンウォッチ、ＦＯＥジャパン等のご提言の中には「3人」という
形で出ておりました。あとは、口頭でのご発言で、財務省のほうから、3名の合議制、それから、選定の委員会を

置くというご提言がなされたと考えております。そういう意味では、3名ということではなくて、ＪＢＩＣの案ですと「2

名」、それぞれ専担をして、片方の方がそれをサポートする形で意見を申し添えるという構成になっております。そ
の点につきまして、何か。 
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選考委員会という意味では、ご提言いただいたものとほぼ同内容のものがＪＢＩＣの今の発言の中にもあったと

思います。こういった点を踏まえまして、何かご意見がございましたら、賜りたいと思います。 

 
（外務省 高田氏） 

 
外務省の高田です。確認ですが、合議制ではないが協力をする、「完全に独立」ではないようにも聞こえたので

すが、そのへんをもう1回きちんと説明していただきたい。それから、条件がいくつかあったと思うのですが、直接

利害関係がないとかいうのは2人に当然共通する条件だと思うのですが、法律的知見と国際金融・援助の知見を
有するというのは、お2人の場合は2人ともにそれが要求されるのか、それとも、一方はこんな人で、一方はこんな

人でというのがあり得るのか、そのへんをご説明いただけますでしょうか。 
 

（入柿課長） 

 
まず審査のやり方ですが、審査役を2名置いて、基本的にはそれぞれの申し立てについてはいずれかの審査

役が専担するということであります。ただし、他方の審査役の意見も踏まえて報告書を作成するということです。
完全な合議制ではありませんが、緩やかな合議制と申しますか、他方の意見も参考にするということですので、

情報はもう1人の審査役にも与えて、その方の意見を聞いたうえで、もう1人の担当する審査役が責任を持ってま

とめるという形を考えております。 
要件のほうですが、四つ申し上げました。法律的知見、国際金融または開発援助の知見を有すること、本行業

務と利害関係がないこと、日本語および英語に堪能であることですが、四つともそれぞれ2人に求めたいと思って
おります。もちろん、2番目のところの「国際金融および／または開発援助の知見」というところで、片方が国際金

融のみの知見しか有されていないという場合には、もう1人の方は開発援助の知見を有することがマストになると

考えております。 
 

（参加者Ａ） 
 

2点あります。まず1点、選考委員会についてもう少し詳しく、どんな感じで考えているのかというのをお聞かせ

いただきたい。あと、今の要件のところで、「国金・開業等の知見を有する」、これはこれであるに越したことはない
し、必要だと思うのですが、一方で、環境の部分については特に求められていない。この場の議論でも、環境の

面の配慮と、まさに実際、特に国金のほうなどは、商業用の状況とかをちゃんと把握している人でないといけない
という動きが産業界の方からいろいろ出ているという中で、なぜ、ここで「環境」という要素が全然入ってきていな

いのか。その2点、ご説明ください。 

 
（入柿課長） 

 
選考委員会のほうですが、今、申し上げたとおり、本行、産業界、学識経験者、ＮＧＯ、開発途上国等から成る

選考委員を集めて、候補者について意見を言っていただいて、その意見を踏まえて総裁が任命するという形です。

少なくとも本行、産業界、学識経験者、ＮＧＯ、開発途上国、5種類挙げておりますので、それぞれから最低でも1
人ということですので、最低でも5人の委員会を組織して、そこが候補者と面接することになると思いますが、そこ

で書類審査、あるいは、面談、インタビュー等を行って意見をまとめていただいて、それを総裁に意見具申してい
ただくという形を考えてます。まだ、何人とか、どういう感じかというのはあれですが。この委員は、基本的にはわ

れわれのほうで選びたいと思っております。 

それから、環境的な知見のほうですが、本件が環境社会配慮にかかわるものであることは当然のことでござい
ますが、その問題によって求められる環境社会配慮に関する知見はずいぶん幅が広いものになろうと思っており

ます。したがいまして、そのあたりは、特に環境的な調査が必要であるとかいった場合には、この審査役が外部
の専門家を使って調査させるとかいったことで補いたいと思っておりまして、この方本人については、特に「環境

の知見」をマストとすることは考えていないということであります。外部専門家等でそのへんの知見は補っていくと

いうことを考えています。 
 

（参加者Ａ） 
 

今のお話だと、一見そうなのかなと思う一方で、では、この分野についてはどの先生が詳しいとかということぐら

いは少なくとも知っている人でないと。全然専門外とまでは言わないまでも、そんなに詳しくない人を環境の部分
について選んでしまったなどということがあってもダメなので、ある程度環境のことについても詳しい人でないと。

そもそもどういう専門家の人がこの案件にふさわしいのかということを見抜く能力がなければしょうがないと思うの
で、そこらへんは考慮に入れるべきかと。ただ、今私が申していることは、まさに選考委員会のほうで話せばいい

話かもしれないので、そこは選考委員会のほうでということかもしれません。 

また、更問なのですが、選考委員会で委員の候補の人と面談等になるのでしょうという話ですが、そもそもその
委員の候補の人の選び方はどういうふうに考えているのかというのをお聞かせいただけますでしょうか。 
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（入柿課長） 

 
委員の候補と申しますと、選考委員会のほうですね。 

 
（参加者Ａ） 

 

選考委員会ではなくて、選考委員会が、結局、審査役を選ぶということなので、その審査役の候補はどういうふ
うに選ぶのか。 

 
（入柿課長） 

 

審査役の候補のほうは、要件を掲げて、それで本行のほうで人選するということでございます。公募にするの
か、あるいは、いろいろな団体の推薦を受けるとか、そういった形で幅広く選びたいと思っています。ここのところ

は人を雇う話でありますので、直ちに公募ですべて要件を満たした人が来るのかとか、そのへんはいろいろとあろ
うかと思いますので、そこは柔軟に対応していきたいと思っております。 

 

（外務省 高田氏） 
 

もういっぺん質問ですが、その場合に、ＪＢＩＣが選考委員会にかける候補者は、2人なのでしょうか。2人に絞っ
て、この人でいいですかという感じになるのでしょうか、それとも、4人とか5人とかということもあり得るのでしょうか。

それから、選考委員会というのを最初に聞いたイメージは、集まってというふうに受け取ったのですが、入柿課長

のご説明を聞いていると、選考委員の人たちが集まるのではなくて、個別にその人たちが審査して、その結果を
バラバラに報告するとも取れるのですが。 

 
（入柿課長） 

 

まず、何人候補者を選考委員会にかけるかということについては、人の集まり具合によります。2人しか適任者
がいないとわれわれのほうで判断すれば2人になりますし、もっといて、その中から篩いにかけてもらおうというほ

ど人がいっぱい来れば、それはそれなりの人数でかけることもあり得るということかと思います。 
若干、誤解を与えたかもしれませんが、選考委員会のほうは、委員会ですので、そこは議論していただく必要

があると思っています。したがいまして、それぞれから意見を聞いて、この人でいいですかということを言うというこ

とはイメージしておりません。一堂に会していただいてご議論いただいて、そのご意見を総裁のほうに具申してい
ただくということかと思います。 

 
（参加者Ｂ） 

 

先ほど審議役のほうの要件で四つほどご説明があったのですが、私ども業界のほうは、本件の異議申し立て
につきまして、相手国の主権の尊重をどうするのかということとか、あるいは、企業秘密に対する配慮をどうしてい

ただくのか、あるいは、イコールフッティングの観点からどういう形でやっていただくのかということで、かなりリーガ
ルな面も含んでおると思っております。特に、ＪＢＩＣとしての国際金融機関、金融機関としての限度もある中でどう

いうことが可能なのかということで、それを逸脱して相手の国との紛争になったり、あるいは、企業秘密の形で提

訴されたりということも懸念されるわけでありますので、その観点から、先ほどご説明のありました、法律上の知
識というのは必ず必要な分野であろうと思っております。 

そうしたうえで、環境ガイドライン遵守ということでございますが、遵守の観点に立った的確な判断、もちろん前
提としてプロジェクトが相手の国にとってどういう位置付けであり、国の行政あるいは司法等でどういう判断を得て

いるのかということを踏まえて、バランスよく判断できる必要があると思っておりますので、よろしくご配慮のほどお

願いしたいと思います。 
なお、選考委員会に産業界のほうも加えていただいているということで、ぜひ、この観点についてはよろしくお

願いしたいと思っております。 
 

（矢島次長） 

 
他にご意見はございますか。はい、どうぞ。 

 
（ＯＤＡウォッチャーズ 坂元氏） 

 

1点だけですが、法律上の知見ということです。具体的に、法律上本当に知見があるというのは、弁護士とか、
そういう資格という問題になってくると思うのですが、そこまで踏み込んで考えておられるのかという点と、もう1点
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は、先ほど産業界のほうでもおっしゃられましたように、法律上の知見であっても、国内の知見ではなしに、国際

法上の国際経済とかまで踏み込んで、しかも、そういう資格があるというところまで制限されているのか。先ほど、

「法律的」とおっしゃいましたので、その「的」に意味があるのか、そこらあたりをもう少し詳しく教えていただきたい
と思います。 

 
（入柿課長） 

 

そこは、もちろん法律的知見を有することを簡単に証明できるのは、弁護士とか、そういう資格になろうかと思う
のですが、正直言って、弁護士を雇うとなるとまたたいへんなことになります。たいへんなことというのは、待遇面

とかとの兼ね合いもありますので、なかなか資格で制限するとか、そこは難しいと思っています。では、どう判断す
るのかということですが、そのへんは、ある程度法律的な知見を有することを自己申告等していただいて、まず本

行のほうでスクリーニングさせていただくときに、どれだけお持ちなのかということをインタビュー等を通じて教えて

いただいて、なおかつ選考委員会のほうで、そのへんを、十分お持ちかどうか、ご判断と申しますか、ご意見を賜
るということかと思っております。ここはなんらかのクリアカットな条件を書ければそれに越したことはないとは思う

のですが、諸般の事情もありますので、ここはこういう書き方にさせていただいたということであります。したがいま
して、必ずしも資格で限っているわけではないということと、それから、できる限り幅広い法律的な知見を有してい

らっしゃることということかと思ってます。 

 
（ＯＤＡウォッチャーズ 坂元氏） 

 
今の話を聞きますと、費用がかかるから弁護士ではなしに……、私自身の意見としましては、逆に、そういう資

格というよりも、それまで携わったこれまでの経験とか、諸般の国際的な情勢とか、社会情勢とか、一般教養とい

うか、知見といっても専門的なものだけではなしに、環境も含めましてさまざまな面で多岐にわたって素養がある
という方のほうがそれだけ能力も高いわけで、また、新しい試みになるわけですから、そういう方をぜひ選んでい

ただきたいと思います。 
 

（矢島次長） 

 
今のお話をうかがってますと、資格があればはっきりするのでしょうが、そうではない、むしろ、そこに限定する

よりも広げていったほうがいいというのが考え方としてあるのだろうと思いますし、その際の参考になるのは、やは
りそれまでのキャリアということ、そういう観点で選考していただくということではないかと思います。 

 

（外務省 高田氏） 
 

最初の私の質問は今の議論とも関連するのですが、この要件は当然満たしてもらわなければ困るという要件と、
こういう人たちが望ましいと。つまり、すべての人がこれを全部、法律の要件も満たさなければいけなければ、専

門家の要件も満たさなければいけない、また他の要件ももしあればですが、満たさなければいけない、そんな完

璧な人がいるのかという疑問もあります。中立性を要求される要件は当然全員必要ですが、2人がいいのかどう
か分からないのですが、2人だったらば、法律の、まさにリーガルの本当のプロフェッショナルが1人で、もう1人は

別の人で、もう1人の人が担当する場合には、リーガルな部分はその法律のプロフェッショナルの人の意見を求め
るとかいうこともあり得るのではないかと。そのへんまで含めて選考委員会の人が考えるというふうにしておかな

いと、今ここで、全部満たす人でないといけませんということになると、なかなかそんな人はいないということになら

ないでしょうか。 
 

（入柿課長） 
 

全部と申しましても、中立性とか、日本語・英語に堪能ということを除きますと、法律的な知見を有することと、

われわれの業務について多少の知見を有していることということなので、しかも資格で切ったりしているわけでは
ございませんので、そこは程度問題ではありますので、多少、なっていただくからにはこれぐらいのことはあったほ

うがいいと思いますし、あるべきだと思います。この人材がまるでいないともとても思えないので、この程度の条件
は付けたいと思っています。 

 

（メコンウォッチ 松本氏） 
 

質問と意見があります。質問としては、これだけの制度を作る中で、ステイクホルダーによる選考委員会を作っ
て、仮称の審査役という人を選ぶということ自体は、私たちも提言の中に入れてますし、賛成なのですが、しかし

ながら、どうやってこの選考委員会が選ばれるのか。「ＪＢＩＣが選ぶ」、これも、われわれも基本的にＪＢＩＣが選ぶ

しかないだろうと思いつつも、そこがちゃんと信頼できる各ステイクホルダーの人たちを集めて選考したのだという
ところをアカウンタブルにする必要はあると思ってます。ですから、形としてはこういう形なのかもしれないと思って
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いるのですが、一方で、そこのアカウンタビリティを高めるための方法を、今ここで議論するテーマかどうかはとも

かく、もし何か考えているようだったら教えていただきたいというところです。 

2点目は、常勤か非常勤かという話です。今の話でいくとどうやら常勤のようですが、日本のこの社会の状態の
中で何かすでに職をお持ちの方がそれを辞められて常勤で3年なり何年なりこの職に就くという環境にあるかどう

かという判断も含めて、常勤・非常勤、要は任期ともかかわってきますが、そのあたりのことについてどのように考
えられているのかというのが2点目です。 

3点目は、先ほど調査の話が出ましたが、ここでは調査員云々の話が書かれていないわけです。具体的に遵

守・不遵守を審査する場合の調査を担う調査員について、ＪＢＩＣ案の中でどのようにお考えになっているのか。 
3点あります。まず質問から3点聞かせてください。 

 
（入柿課長） 

 

選考委員会についてのアカウンタビリティを高めると申しますか、透明性を高めるということについてですが、ま
ず、選考委員会の委員等はもちろん公開していくとは思いますが、個々の審査過程を公開するとかいうことは今

のところ考えておりません。個人のプライバシーにかかわることでもございますので、そこまで行けるのかなとは思
っています。ただ、もちろん、ステイクホルダーから成る選考委員会を開催してそこで審議していただくということ自

体が非常にアカウンタビリティを高めると申しますか、透明性を確保するうえできわめて大きな一歩ではないかと

思っています。 
2番目の常勤・非常勤ということについては、われわれは特殊法人ですので、常勤・非常勤という言葉の使い方

が必ずしも同じではないのではないかと思っております。ポイントは、兼職を可能とするかどうかということですね。
そこは、今のところ、基本的には兼職を認める体制にはうちのほうはなっていないのですが、ここは条件交渉の問

題かとは思います。どうしてもこの方がという方がいらっしゃって、報酬との兼ね合いとか、さまざまあろうかと思い

ますので、そこは必ずしも100％排除するかどうかは、今の時点では決めかねているというところであります。 
調査員のほうですが、基本的には審査役のほうで調査員を選んでいただいて、事務手続き等は事務局が担当

するという形を考えています。したがいまして、審査役にはある程度予算を配分して、そこで自由に調査員を雇え
るよう、雇えると申してももちろん限度はありますが、委託契約等でリテインするような方法を考えたいと思ってい

ます。 

 
（メコンウォッチ松本氏） 

 
ありがとうございます。で、意見ですが、特に、外務省の高田さんが何度か指摘されていますが、私は要件は

気になっているところです。 

これは確かに、望ましいという点では望ましいと思っているのですが、しかし、このプロセスを見たときに、例え
ば、世界銀行やアジア開発銀行がこれまでインスペクションパネルをやった中で、私がそのプロセスを見ている中

で、いったい何がいちばん重要なのだろうと、このポジションにいる人にとって、と思ったときに、やはりちゃんとい
ろいろな意見を聞いていけるかどうかというのがきわめて重要なのです。ここの議論の場だけで行くと、遵守・不

遵守を問うのだから、法律的な判断が重要ではないかとか、知見が大事なのではないかと思われるのかもしれま

せんが、しかし、実際に行われているプロセスを見ると、その組織がうまく機能できるかどうかというのは、いかに
して聞き忘れていた声、見忘れていたものを見てこられるかどうか、そこにちゃんと判断が行くかどうかというとこ

ろがきわめて重要です。 
世界銀行、アジア開発銀行を見ていると、いちばん重要視しているのはコミュニケーションの能力である、そう

いうところに非常に重視のポイントがあるというところを考えても、調査員を雇うといっても、この審査役自体がそう

した異なる文化の社会に向かってコミュニケーションを取っていって、そこの人たちの理解を得る、あるいは、そこ
の人たちの声をちゃんと聞けるかどうかというところが、この仕組みを信頼あるものとして機能させるためにはき

わめて重要だと私は思ってます。 
むしろ知識のところは別のやり方で補えるのではないかと。つまり、法律の面についても、最終的に相談するこ

とはできるわけですし、国際金融等業務あるいは開発援助についての知見も、事務局に入られるスタッフがいる

わけですから、ある意味で行くと、知識そのものについてはサポートできるのではないかと。この審査役が常に舵
取りをしなければいけないというところを考えると、あまりこういう入り口の要件を出してこういう専門家を集めると

いうところに心を砕きすぎないほうがいいのではないかと。ある程度必要であることは認めますが、しかし、何より
組織を機能させるには、私は、ここで切ってしまうよりは、そうしたコミュニケーションの力とかを見ていくほうが重

要だと考えてます。これを絶対的な要件として候補者選定の要件にするというのは、私はあまり好ましくないと思

います。 
 

（矢島次長） 
 

むしろコミュニケーション能力とか何かそういうことが……。基本的にはなんらか要件がないと人選ができない

わけですが。そういうことをおっしゃっているということですね。 
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（参加者Ｂ） 

 

コミュニケーションは当然重要であって、これは万国共通だろうと思うのです。だから、コミュニケーションをやる
ときにどういう視点に立ってコミュニケーションを進めるのかということだと思うのです。今回の異議申し立てにつ

いては、遵守・不遵守かを明らかにするための審査役、審議役ということでありますから、その観点に立ってきち
んとコミュニケーションし、その事実関係をきちんと把握できるということかと思います。 

基本的に、それから、先ほど2名というお話があったのですが、私ども業界のほうは、これまでＪＢＩＣのほうで、

従来の体制、現状の体制で異議申し立ても受け付けて、特段問題ないとずっと聞いておりまして来ている中で、
できる限りそれは最小限の組織でいいのではないかということです。もちろん、環境ガイドラインは新しくできまし

たので、これを踏まえて職員の皆様方が誠心誠意を持ってやっていかれるということだと思いますので、そんなに
異議申し立ての不遵守はあまり起こらないのではないかという感じも受けております。 

そうすると、いきなり2名という、本当に必要があるのかと。逆に言うと、1名でもいいのではないかという気もす

るのです。したがって、過大な組織とならないということで、現実にどの程度あるか踏まえる必要があるかと思うの
ですが、いきなり過大な組織を作って、実際上の需要もないというのも経費の無駄になると思いますし、そのへん

も踏まえてぜひご判断をお願いしたいと思います。 
 

（矢島次長） 

 
他にございますか。どうぞ、はい。 

 
（外務省 高田氏） 

 

また同じようなコメントになるのですが、結局、絶対要件、これは満たしてもらわなければいけないというのが、
まさに中立性、独立性が担保される要件で、それ以外に、望ましいとか、あるいは、知識として持っていなくてもそ

ういうのに理解ができる人とかというのが分かれるのではないかと思います。そういう観点で、また質問に戻って
恐縮ですが、「国金業務あるいは援助業務に詳しい人」というのを要件として挙げられたと思うのですが、具体的

にどういう人をイメージされているのか。というのは、ＪＢＩＣで仕事をされた人は明らかですが、ただ2人ともＪＢＩＣ

のＯＢというわけにも、絶対入ってはいけないとは私も思いませんが、2人ともＪＢＩＣのＯＢというのは、それはない
だろうとたぶん皆さん思われると思うのです。 

ＪＢＩＣの遵守・不遵守を見るわけですから。そうすると、では、それ以外の人で、例えば、会社でそういう仕事を
した人というのをイメージされているのか、それとも、そういう学者なのか。ただ、そういうふうに持っていったときに、

逆に、もう一方の法律要件が満たせるのか、法学部を出ていればいいのか、とかいうことになる。先ほど法律要

件のほうは、坂本さんが、弁護士かあるいは、というような質問をされたと思うのですが、業務のほうに詳しいとい
う人は、具体的にどういう人なら満たせると思われているのでしょうか。 

 
(入柿課長) 

 

この要件は、例えば、公募するときに新聞に書くということでありまして、国際金融なり開発援助の知見を試験
して点数のいい人から採っていくとかいう話ではありません。なっていただく以上、ここで考えておりますのは、「開

発援助の知見」ということであれば、途上国に行ったこともないような人では困るということでもありますし、ある程
度現場を経験した方とか、あるいは、勉強された方とか、そういう方を想定しているということであります。国際金

融のほうについても同様で、まるで金融取引についてご存じないということでは困るということです。 

ここは、繰り返しになりますが、よく知っている人を採っていくというか、全然素養のない人を撥ねるという意味
での要件だと考えていただければと思っておるのです。 

 
（参加者Ｄ） 

 

先ほど入柿さんが、全然知識のない人を撥ねるための要件だと。それでは、私も、必ずしもの要件、必須要件
でなくていいのではないかと思います。私も、高田さんがおっしゃったみたいに、必ず必要な要件、例えば、中立

性とかを担保するための要件と、望ましい条件とを分けて考えたほうがいいのではないかと思いました。 
それから、人数の件ですが、幅広い視点から調査を行うためには、必ずしも環境審査役の方が偏った意見を

お持ちとは思わないのです、こういういろいろなプロセスの中でいろいろな方々がかかわって選ばれた方ですから。

ただ、最終的に意見を出す場合とかは、幅広い視点から他の方々の意見を取り入れるということも必要だと思い
ますので、そういう場合、ＮＧＯ提案としては3名となっておりますが、1名では不足ではないかと思います。 

これはこの場で今、質問していいのかどうか分からないのですが、遵守・不遵守の調査と問題解決のための協
議の促進を、1人の方が両方、調整しながら行うというお考えでしょうか。 
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（入柿課長） 

 

後者の点についてはそのとおりです。1人の方が行うということです。1人の方といいますか、担当の環境担当
審査役が遵守・不遵守の判断もし、あるいは対話の促進も行うという趣旨でございます。 

 
（ＯＤＡウォッチャーズ 坂元氏） 

 

関連して同じことです。質問を差し控えていたのです。というのは、合議制かどうかという問題がもう一つありま
して、そちらとの関連になるのですが、先ほどの外務省の高田さんとか皆さんがおっしゃられていることを見ますと、

最低の条件というのは分かりますが、できたら、すべてが完璧な人は当然いないわけでして、例えば、法律的な
知見のほうに重点を置く方と、環境問題とか、そういうコミュニケーションのほうとか、私の思うには3人ぐらい必要

ではないかと。これは考え方ですが。 

先ほど、産業界のほうから「できるだけ経費を安く」ということですが、査定というか、物事を考えるときに、1人で
も、業務が多かったら当然おカネはたくさん払うわけです。だから、人数で「多い」という問題ではないので、当然、

そのそれぞれの業務に応じて査定するわけですから、人数と費用は関係ないのではないかと思います。 
 

（矢島次長） 

 
合議制のところは、考え方として、先ほどの説明では、2人置いて、主に文献を調べたり、現地の調査も含めて

行うのが主担当の方で、もう1人の審査役も報告書には目を通して意見を言うと。それが、1人で専担するのでは
なくてバランス良くということなのだろうと思いますが、追加の説明があれば。 

 

（入柿課長） 
 

まさに今議長の申したとおりでございます。完全に1人だけでということではなくて、審査役が文献調査あるいは
現地調査、対話の促進を行って、その結果は報告書にまとまるわけでございますが、その際に、他方の審査役の

意見も聴取してバランスを保つということを考えているということでございます。 

 
（メコンウォッチ松本氏） 

 
なぜ要件にこだわるかというと、要件というところだけはＪＢＩＣの専決事項というか、ＪＢＩＣが行う候補者選定の

要件であるというところなのでこだわっているわけです。つまり、選考委員会のところで議論されて、なぜこの人で

あったのかという理由なりが公開をされて、この人がこういう知見があったからだとか、こういう点で非常にすぐれ
ていると考えたからだというふうに、はっきりする段階でさまざまな要件がそこで話し合われるというのは私はいい

と思うのですが、ＪＢＩＣ側が選考委員会に候補者を送るわけです。この候補者選定の過程がたぶんこの要件に
よって切られていくと判断しているので、ここは最低限のところで収めておいて、あとは、例えば、世界銀行などの

場合は任期をずらしてみんながいっぺんに辞めないような体制にしているわけですが、今残っている委員はこう

いうのが非常に強いから次の委員はこういうところを重点的に見ましょうねということを選考委員会が話し合って
いるとか、そういう柔軟性というか、選考委員会の判断をいろいろ重視するという意味で、ＪＢＩＣが候補者選定の

基準にする要件は最低限にすべきだと私は思います。 
人数についてですが、これは、期間を3カ月にしたというときに入柿課長にも申し上げたと思いますが、3カ月と

いう期間でやるというのは、過去の類似の国際機関のケースを見ると異例の早さ、異例のスピードです。そのぐら

いのスピードでＪＢＩＣは審査をやっているから大丈夫だと思うのかもしれませんが、私は、2人の体制で、いっぺん
に2件、3件を抱えながら、3カ月という時間に本当に対応できるのかと。しかも、問題解決に向けた協議の促進と

いう役割を担いながら、2人の体制でできるのかというのについては疑問があります。では、3人ならできるのかと
いう、ここの人数の議論は難しいところではあると思いますが、しかし、私は2人の体制で他の国際機関よりも厳し

い中でやるというのは本当にできるかどうか疑問があります。その点については、逆に、なぜ2名なのか、つまり、

正副で、1人でない、だから2名という判断なのか。そのあたりについて、もし理由があったら、教えてほしいので
す。 

 
（入柿課長） 

 

私どもの機関も一般会計から出資金等もいただいておる以上、コストは最低限に抑える必要があるという要請
があることはご理解いただきたいと思っております。それが一方にあって、もう一つのほうの審査役の人数ですが、

1名ではないということで、最低限の数で「2名」と今考えておるということでございます。もちろん、われわれとして
は閑古鳥が鳴くことを期待しているわけですが、まるで問題がないという状況があるということを期待しておるわ

けでございますが、どんどん出てきて、2人では到底回らないということになれば、そこは当然、うちの中のリソー

スの配分としても考える必要がありますので、それは適時見直していきたいと思っています。これは立ち上がりと
いうことですので、そこは、コスト削減の要請も十分考える必要がございまして、2名という最低限の形にしたという
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ことでございます。 

 

（参加者Ｅ） 
 

環境審査役2名ということですが、2名ということであれば、例えば、1人はＯＤＡ案件を専任する、もうお1人の方
はＯＯＦの異議申し立てを専門に取り扱うというように分けていただくということもご検討いただければと思います。

そういう専門制にすれば、実際に選考するときに、片方の方はＯＤＡに精通されている方を要件にすればいいわ

けですし、もうお一方のほうはＯＯＦに精通した方と分けられると思いますので、選考過程もより分かりやすくなる
と思います。そんなにどんどん異議申し立てが出てくるとは思わないのですが、場合によって、例えば、ＯＤＡのほ

うだけに案件が集中するとか、ＯＯＦだけに集中すると、片方の人は閑古鳥ということにもなりかねないというのは
分かるのですが、性質も違いますし、ここは分けていただければと思います。 

 

（矢島次長） 
 

他にございますか。今のいろいろなお話をうかがってますと、要件のところは、確かに、最低限満たしてなけれ
ばいけないところ、中立性というのはお話が出てましたが、そういうところと、あるほうが望ましいところ、実際に、Ｊ

ＢＩＣ側も、もともとの候補者を選ぶ段階でどのくらい人数が出てくるのかも分からないというところがあるのだろう

と思います。そういう意味では、「基本的な要件」と「望ましいもの」ということも考えながら、要件の整理をするとい
ったご意見かと。確かに、環境あるいは社会配慮の問題に対する遵守・不遵守を判断していくという意味では、こ

こには要件として「環境」というのは全然ございませんでしたが、望ましい要件の中にはそういうものも当然に入っ
てくるのではないかというご意見が出されてきたと思います。そういう意味では、基本的に必要な要件と、それか

ら、望ましいものというのはもう少し膨らませるような形の整理が必要というのが、この場での議論と考えられま

す。 
人数のところは、確かにスタートしてみないとどのくらい件数が来るのか分からないというところがあります。一

方での迅速性というのは基本原則にも入ってくる話だと思いますので、そういう意味では、そことの兼ね合いの中
で、人数のほうは、費用面の制約もあるのだろうと思いますが、まずスタート時点では最低限という意味で、「2名」

というのがＪＢＩＣ側の考え方で、これについてはだいたいご理解をいただいてきていると考えております。そういう

方向で、特に要件のところは若干広めのもの、望ましいと言われるような要件の整理、これは高田さんからのご
提言がございましたが、そういう整理分けがこの場での方向観と考えられます。 

 
（メコンウォッチ松本氏） 

 

細かいことですが、「事務局員は本行職員3名程度」と入柿さんはおっしゃってましたが、まず、事務局は常設
だと理解していいのかどうかということです。それから、2点目は、事務局員ですが、「本行職員」だけなのかどうか、

このへんについての考え方を教えてください。 
 

（入柿課長） 

 
事務局は常設を考えています。それから、事務局員は本行職員のみと考えております。もちろんアルバイトと

かを必要に応じて雇うことはございますが、コアの職員は本行の職員ということを考えております。本行の職員に
も、契約職員とか、派遣職員とか、いろいろと種類がございますので、そこは決めているわけではございませんが、

基本的には本行の職員の身分を持った者を内部登用するという形を考えております。 

 
（矢島次長） 

 
あとは、先ほどの説明では、その案件案件に応じながら、特殊なというか、専門知識が必要だと思いますので、

そういう場合には外部委託をするなりして専門家を利用するという体制なのだろうと思います。 

 
（メコンウォッチ福田氏） 

 
質問ですが、任期についてお話がなかったと思うのです。任期についてどうお考えなのか。特に、私たちの提

案では、最初の任期をずらして、ある程度審査役が経験あるいは知識を蓄積して次の人に渡せるという体制を作

ったほうがいいのではないかと申し上げてますが、その点について1点です。 
もう1点は、もともとのＪＢＩＣのほうで用意された要綱案のほうでは、機関自体をどうするかということは何も触れ

られていなかったのですが、きょう、この議論を踏まえて、今後、この手続き案の中に、この構成をどうするかとい
うことが含まれるのか、あるいは、どういった形でペーパーとしてまとめていくのかということをおうかがいしたいと

思います。 
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（入柿課長） 

 

任期ですが、特に申し上げませんでしたが、今のところ考えておりますのは、2年を任期として考えたいと思って
おりまして、1期に限り再任できるという規定を置こうと思っております。再任のところの調整等で任期がずれるよ

うな格好にできればいいなとは思っておりますが、そこは立ち上げてみて、どういう人が来るか、その人の希望等
もあると思いますので、とりあえず立ち上げは「2年」にしたいと思っております。 

それから、私どもとしまして、基本的に内部の規定で異議申し立ての手続きを手続き要綱としてまとめさせてい

ただいたということで、組織のほうは、内部としましては、別の形で最終的に取りまとめることになります。それは
組織全体の規定とかいう形になるので、それを皆さんにお諮りするというのも変な話でございます。したがいまし

て、この手続き要綱に入れることはしたくないと思っております。ただし、ここでこういうふうに私のほうから申し上
げて、それで皆さんからご意見を賜ったということなので、これは別の形の紙にして、このパブリック・コンサルテー

ション・フォーラムでご議論いただいた成果という形でしっかりと取りまとめてフィードバックさせていただきたいと

思います。 
 

（外務省高田氏） 
 

さっき松本さんが質問された、事務局の人ですが、内部の人がやられるというのは、たぶんそうだろうとは思う

のですが、外部でいい人があったときに、ＪＢＩＣ職員として採用されてというのは、そんな人がいるのかどうか分
からないのですが、全く排除する必要は…。例えば、国際機関でこういう仕事をした人がいるとか、そういう人が

おられて、公正さが担保される、で、ＪＢＩＣ職員としての守秘義務とかは当然守っていただくということならば、そう
いう人を全く排除する必要はないのではないかと。そういう人がいた場合に考えればいいことだとは思うのですが。

ただ、3人だとすれば、3人のうち3人ともそうなってしまうと、全然システムが分からなくて困ってしまうということに

なりますので、せいぜい1人ぐらいかとは思いますが、もし、そういう人がいれば、そのときはＪＢＩＣの契約職員と
いうか、短期間の、新卒ではなくて入られる方とか、システムがあると思いますので、その中で柔軟にやっていた

だければと思います。 
 

（入柿課長） 

 
その点は、もちろんそういう方がいらっしゃって適任であれば、そういうことを排除するつもりは毛頭ございませ

んが、本行の場合も、繰り返しになりますが、特殊法人としまして厳しい定員管理を予算の面から受けております
ので、その枠内でのやりくりということになります。したがいまして、そのときどきの人事全体、会社全体の人事政

策とか、採用方針とかに照らして、そういう方がいて適任だと、ここのポストに埋めるちょうど空きがあってこうして

という話が合えば、当然そういう方の雇用も考えてはいきたいと思います。 
 

（矢島次長） 
 

「機関の構成」と「選定の仕方」ですが、だいぶご議論いただいて、もう尽くされてきたと思いますが、よろしゅう

ございましょうか。はい、どうぞ。 
 

（参加者Ｆ） 
 

何にもしていないのですが。前回と今回、非常に飛躍があって、非常に防衛的になられているというか、事務的

になられていると思うのです。これは、それぞれの権威者を集めても問題がおそらく解決しないだろうと思うわけで
す。つまり、この問題の出発点は「環境」ではないのでしょうか。そういう「環境」は、必要に応じて専門家を補うと

いうことになりますと、実際には、例えば、法律の問題とか国際金融とか、そういう問題ですが、そもそもの出発点
は法律問題とか、国際金融上のトラブルではないのではないかと思うのです。どうしてそういうふうに防衛的に、

形式だけを整えて…。つまり、この問題を解決する能力がなくてもいいわけですよ、法律の専門家とか、過去の国

際金融のベテランとか。そういう人をたくさん集めても、これから起きるであろうさまざまな開発途上国の環境問題
の解決にはちっとも役に立たないと私は思うのです。 

この前までは非常に柔軟だったのですが、今回は非常に事務的です。つまり、環境問題とか、こういうガイドラ
インの問題は、事務的に解決できない問題ではないかと。こういう要件があって、こうなって、今までのやり方でこ

うだからこれでどうだというふうに決めつけて解決できないような問題を事実の問題として解決していくという、後

に尾を引かないような解決をしていくということでありますから、もっと防衛的でなくて、事務的でなくて、つまり、な
ぜ、「環境」が出発点であるのに、「環境」というのは必要に応じて頼むというふうになさったのでしょうか。非常に

態度が防衛的になっている。この前までは非常に開放的で意見を聴取するというお考えだったように思うのです。 
この前の問題で解決していない、結論が出ていない問題も既定事実としておっしゃっているような感じを受ける

のですが、私のひがみでしょうか。まず、環境という視点を外したというのはどういうことでしょうか。それを質問し

たいと思います。 
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（矢島次長） 

 

これまでの説明の中にありましたように、先ほどの、「望ましい要件」というところで少し膨らます必要があるの
ではないかというお話。基本的な要件と望ましいものと分けるべきという中で、先ほど私もお話しましたが、ご意見

の中では、やはり「環境」というところも入ってくるのだろうと。それから、先ほどの説明で、審査役はそれぞれの案
件によって必要とされる専門知識が違ってくる場合もあるので、そういう場合には外部の専門家をそのときどきに

応じて雇って事務の委託をするという構成になっていたのではないかと。 

あと、非常に防衛的だというのはよく分かりません。いろいろ今までも意見を賜っておりますし、そういう中で、
選考委員会というのを設置して、これは私どもの他の職員の採用では全くないことでございます。そういう意味で

はかなり、これまでの議論を踏まえたうえでのＪＢＩＣ側の提言であるという感じはいたします。何か他にＪＢＩＣは補
足することがあれば。 

 

（参加者Ｆ） 
 

「環境」は、望ましい、つまり必須ではないと。要らないが、あったほうがいいという、おかずで言えば主菜ではな
くて副菜みたいな、そういう取り扱いではないのでしょうか。つまり、環境という視点はメインではないというふうに

取れるのですが。必須条件とそれ以外の条件があったときに、「環境」は必須ではないと。必須な条件は、「国際

金融」とか「法律」とか、あるいは「開発援助」、その三つぐらいではないかと。「法律」と「国際金融」と「開発援助」
は必須だが、「環境」は必須ではない、望ましいもの、つまり、余裕があれば入れてもいいという位置付けではな

いでしょうか。 
 

（入柿課長） 

 
繰り返しになりますが、要件のところは必須ではございますが、今回の選考過程は、この要件のところでは、わ

れわれのほうで人選する際の一つのメルクマールであるということでございまして、その後、選考委員会のほうで
さまざまなご意見をいただくということです。選考委員会の中で、もちろん「環境」は全く要らないとわれわれのほう

で言うような話ではないと思いますし、選考委員会の選考の要件の一つとして環境についての知識等も見ること

にはなろうと考えております。したがいまして、われわれのほうで、これだけ満たせばもう誰でもいいのだということ
を言っているわけではなくて、その後、選考委員会で十分ご審議をいただいたうえで最適な人と思う人を選ぼうと

いうことであります。 
「環境」を絶対的な要件にしなかったのは、これも繰り返しなりますが、環境と申しましてもかなり幅広い分野に

なりますので、「環境全般について詳しい人」ということを置いた場合に、該当する人がなかなかいないのではな

いかということ。それから、東京都の場合でも、公害と、もう一つ種類を分けて専門家を雇っていらっしゃいました
が、そういった観点で、かえって応募者を不当に制限する可能性もあります。そこはなるべく幅広く応募していた

だいて、幅広い選択肢の中から選考委員会の中でご議論いただいて決めていきたいということでございますので、
必ずしも環境について何も知らなくてもいいのだというふうに開き直って言っているつもりはございません。 

 

（ＯＤＡウォッチャーズ 坂元氏） 
 

環境配慮ということでずっと来ていると思いますし、事業実施者がいちばんのそこのところを遵守するということ
だと思うのです。ずっとこの会議をフォローして、環境社会配慮ということの中で、環境社会配慮の中にはいろい

ろな要素があると思いますが、特に環境ＮＧＯの方のほうから、例えば、中国の西部開発とか、バングラデシュの

橋の開発ということで、住んでいる地域の住民の方とか、現地住民の方とかに対する配慮がいちばんの争点で
はないかと指摘されたと思います。もちろん環境アセスメントの中で純粋に汚染の拡散がとかいうケースはあろう

かと思いますし、それは専門家の方ということになろうかと思いますが、いちばんの争点になったのは、地域住民
に対する配慮がなされているのかどうかというところが大きく上げられたと思います。 

こういう点については、まさしく人権問題とか、あるいは、相手の国の中において住民票を有していない人に対

する配慮がどこまでなされるかということで、非常にリーガルな面を含んでいる問題をどう扱うのかというのが争
点だったような感じがしております。そういう観点で言うと、先ほどＪＢＩＣのほうからお話しましたように、ある程度

法律の知識があったほうがいいのではないかと、そういう判断を踏まえてやれる人がいいのではないかと。 
それから、環境面について、環境の拡散モデルとかありますが、そういう技術的な知見のところはあまり話題に

はなりませんでしたが、そういうところは必要に応じて専門技術者の知見を聞くとかいうことではないかと。そうい

うことで全般配慮しつつやっていくと理解をしておるのです。若干コメントになりました。 
 

（メコンウォッチ松本氏） 
 

言い忘れていたのですが、これは世界銀行のときに大きな問題になったのです。われわれの提言にも書いて

ありますが、事務局に対して、世界銀行の場合ですから、世界銀行の職員が圧倒的にアクセスができる、一方、
訴えをしている住民たちは本当に遠くにいてプロセスの中で一度か二度しか関与ができない。という中で、投融資
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部門からの情報に事務局側があふれていくというのが、実は問題として、インスペクションパネルの元パネル委員

からも提起されていて、世銀の場合は、アクセスを制限するような方法をその後講じるようになってきたわけです。 

この点について、実務上、ＪＢＩＣとしてなんらかの対策を私は取ってほしいと思ってます。特にこの建物は、入り
口に大きな関所が設けられてますし、内部の人は自由にカードでひゅっとやればどこでも行けますが、われわれ

は中に入ったとしてもあのカードがないと部屋にすら入れないという中で、物理的にその問題を解決する方法は
考えていただきたいと思ってます。 

 

（矢島次長） 
 

ありがとうございました。いろいろご意見を賜りました。この「機関の構成」、それから、「選定」のところでござい
ますが、繰り返しになりますが、「必須の要件」と先ほどお話がございましたが、それと「望ましいもの」ということで、

少し要件のところは広めに取ってというのが一つのここでの方向観と考えられます。 

それから、実際に事務局の方の現地住民へのアクセスとか云々というのは、かなり運用面のところでございま
すので、要綱の手続き、あるいは別の紙になるということですが、「機関の構成」「選定」のところに、細かくという

形ではないのかも分かりませんが、貴重なご意見としてＪＢＩＣ側にはテイクノートしていただきたいと思います。 
それでは、いちばん最後のところでございます。まず、「その他」のところで、これは産業界の方からのご意見と

いうことで、国際開発金融といいますか、国際機関と日本の政府金融機関であるＪＢＩＣとは地位と役割が違うだ

ろうと、したがって、制度の検討にあたっては国際機関の制度は前例にはなり得ないのではないかということがご
ざいました。これは、これまでの議論の中でも数々出てきた点でありまして、おっしゃるとおり、設立の目的、設立

の根拠が違っているというところから、当然にして国際機関と日本の政府金融機関であるＪＢＩＣとは違う点はござ
いますが、一方で、同じようなプロジェクトに対して融資を行っている融資機関であるという面では、当然にして似

ている面もあるということです。そういう意味では、この手続きの検討にあたっては、似ている面で共通の点がある

ところと違うところがあるというのは、それぞれ当然違ってくるだろうと思います。一概に前例とはなり得ないという
ことではないのだろうと思いますが、当然にして設立根拠の違いによって違いが出てくる面もあるということです。

これは産業界の方に、これまでの議論の中でご理解をいただいてきていると考えております。 
そういう意味では、この場でクラリファイをする最後の点になると思いますが、「対象となるガイドラインの範囲」

というところ、ＪＢＩＣの考え方を説明してください。 

 
（入柿課長） 

 
この部分ですが、今回の異議申し立て手続きは、最初から「新ガイドラインに基づくもの」ということでございまし

て、新環境ガイドラインに基づいて異議申し立てを受け付け適切な措置を取ると書いております。相手国、あるい

はガイドラインの適用対象となるプロジェクトの借入人、利害関係者等との関係も考慮しまして、ここのところは、
当初どおり、新しい環境社会配慮ガイドラインの適用のあるプロジェクトに対しての異議申し立てに限定したいと

考えております。 
 

（メコンウォッチ松本氏） 

 
経緯はそのとおりだと思います。しかし、ガイドラインというものは改定されていっているわけでして、新しく制度

を作ったわけではないわけです。89年以来、ＯＥＣＦで言えば、ガイドラインを改定していって、今度も改定したわ
けです。統合ですが、改定したわけです。したがって、その改定バージョンだけ遵守をして、その前のバージョンは

遵守という制度がないというのはおかしいのではないかと。もちろん新しいガイドラインを過去のプロジェクトに適

用しようということはもちろん言えないわけで、そのときそのときに適用したガイドラインをあくまで遵守の対象とす
るという当然のロジックの中でここに書いてあるわけです。 

したがって、これは新しい制度ではなく、あくまで前までの制度の踏襲なわけですから、これについては、それ
ぞれの、そのときそのときに適用したガイドラインの遵守を新しい機関が見ていくということになると思います。そこ

は私としては当然必要ではないかと。むしろ、ＯＥＣＦから見れば第3版になるのかもしれませんが、このガイドライ

ンから遵守を見て、それまでは遵守を見ないというほうが、私としてはおかしいのではないかと思います。 
 

（矢島次長） 
 

ＪＢＩＣ側は何かコメントはありますか。 

 
（入柿課長） 

 
これもガイドラインの新しい条項に基づくものであるということが一つございます。それから、もう一つ、遵守・不

遵守を見ていないということではなくて、旧ガイドラインにおいても遵守をしておりますし、遵守・不遵守については、

これまではこれまでのやり方で見ていたということだと思います。異議の申し立てについても、基本的に投融資担
当部が受け付けて、それで行内で処理をしておったわけでございます。したがいまして、遵守・不遵守を見ていな
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いわけではないということです。旧ガイドラインについてはこれまでの手続きで見ていく、新ガイドラインに基づくも

のについては新しい手続きで見ていく、そういう理解でございます。 

 
（矢島次長） 

 
よろしいですか。基本的な整理としては、新しいガイドラインに基づきましてこの異議申し立ての制度も措置を

講ずると盛られてきているということで、それも当然にしながら、ＪＢＩＣのガイドラインでありますが、プロジェクト実

施主体との関係もございますので、そういう意味では、新しいガイドラインがスタートする段階からこの手続きを入
れていくという整理だろうと思います。 

それ以外のものについてどうなのかということですが、これまでも、異議申し立てという形ではありませんが、投
融資部門に対してはいろいろなご批判をいただいたり、こういう点の事実があるということをうかがってきているの

だろうと思いますので、そういう中での従来の枠組みで対応していくということで、遵守・不遵守が全くないというこ

とではないのだろうと思います。 
 

（メコンウォッチ松本氏） 
 

繰り返しになりますが、そのときどきのガイドラインの遵守をここの審査役が申し立てによって見ないという理由、

それによる問題点をもう少し明らかにしてほしいのです。まず相手国政府であれば、ガイドラインを今回改定し、さ
らにそれに異議申し立て制度がある、そういう制度が過去のプロジェクトに対しては過去のガイドラインで適用さ

れるという説明をするという意味では、ものすごく余計な負担を当該国政府にかける、あるいは誤解を招くというこ
とにはならないのではないかと私は思います。 

それから、申し立てができる期間を限っています。今のところ、モニタリングとか、いろいろ、第2ドラフトでどう出

てくるか分かりませんので。したがって、ものすごく昔のプロジェクトが今ここで出てくることもあり得ない。というこ
とを考えれば、現実的に対応は可能だと思います。むしろ、ガイドラインが、ＯＥＣＦの場合三つ、旧輸銀の場合で

二つあって、それがバラバラに遵守を見ていることのほうが組織としておかしいのではないかと私は思います。過
去のガイドラインについては別の機能で遵守を見、新しいガイドラインについてはこれで遵守を見るというのでは

なくて、こういう制度を作るのですから、この新しい制度で過去のガイドラインの遵守についても見る。もちろん範

囲はここに書かれているような範囲で限定されてますので、それについて見ていくということは、新しい大きな負担
があるとか、あるいは、組織上大きな問題になるということがないのであれば、私はぜひ取り入れてほしいと思い

ます。 
 

（参加者Ｇ） 

 
今回のガイドラインは大幅な改定になっておりまして、そういったことから、周知期間を来年10月まで設けてい

るわけです。そういった中で、過去のプロジェクトも新しいガイドラインで見るというのはロジック的におかしい。で
きるものは、カテゴリー分類とかすでにやっているものはあるのでしょうが、基本的には来年10月以降のプロジェ

クトに関して、新しいガイドラインに則って異議申し立てを受け付ける。当然、過去のプロジェクトに関しては旧ガイ

ドラインでもって遵守・不遵守を見ていただくというのが筋だと考えます。 
 

（矢島次長） 
 

ここは、メコンウォッチの松本さんからのご提言であるということで、実際には、今後、途上国側に対する説明と

か、いろいろな場がございますので、そういうところで、新ガイドラインの正式な施行の段階で、この手続きもその
中の一条項でございますので、進めていくというのが基本的な考え方だろうとは思いますが、はい、どうぞ。 

福田 メコンウォッチの福田です。1点は、先ほどの方がおっしゃったのですが、必ずしも新しいガイドラインを昔の
プロジェクトに適用して、昔のプロジェクトを新しいガイドラインに照らして遵守・不遵守かということを問えと私たち

は主張しているわけではありません。昔のプロジェクトはあくまで昔のガイドラインに沿って審査されているわけで

あり、それに関する遵守・不遵守をチェックする機構は必要ではないかという提案であるということが1点です。 
それから、もう一つ、実はＪＢＩＣのほうの説明が必ずしもクリアではないのは、昔のガイドラインの遵守・不遵守

をこの新しい機関で問うことにどういった実際の支障があるのかというのが分からないということがあります。普通
は、実際のプロシージャを定めたものと、それに関する紛争解決手続きというのは別にあるわけです。裁判制度

でもそうですし、あるいは、世界銀行、アジア開発銀行のインスペクションの仕組みでも、もともとの政策とは別に

新しくインスペクションという仕組みが導入され、もともとの、例えば、環境配慮の政策とか、あるいは住民移転の
政策という中に、こういう問題解決手続きが適用されますよと書いてあるわけではない。それでもきちんと機能し

ているわけです、そのインスペクションという仕組みそのものに合意があるということで。必ずしも昔のガイドライン
について遵守を問うということは不可能ではないし、特に問題は生じないのではないかと思うのですが、いかがで

しょうか。ＪＢＩＣ、どうですか。 

 
 



   

 - 13 - 

（入柿課長） 

 

そこのところは、純粋に、例えば、うちの内部だけの機関であるとかいうことであれば、そういうことになるのでし
ょうが、実際、今回の手続き全般については、相手国あるいは借入人にも負担を強いるものになると考えておりま

す。要するに、われわれの内部で完結するものではなくて、どうしても相手国、借入人に負担を強いて、かつ、権
利を制限する恐れもどうしても向こうは抱くという話でございます。そういうことを新たに導入するということになり

ますので、過去にさかのぼるということは、やはり借入人の方あるいは相手国政府との関係で問題があるのでは

ないかという判断でございます。 
 

（参加者Ｆ） 
 

法律の原理ということで、要するに、案件ごとに、その案件がどのガイドラインによるかということに基づいて、

新ガイドラインの適用されるものについては新ガイドライン、そうでない案件については、それぞれの案件が受理
されたというか、執行された時点で有効なガイドラインを適用すると考えてよろしいのでしょうか。 

 
（入柿課長） 

 

はい、そのとおりです。 
 

（参加者Ｅ） 
 

過去のというか既存の案件に異議申し立て制度を導入することになりますと、借入人からすると、これは契約

締結後の一種の条件変更ということにもなりかねないので、非常に問題も大きくなると思いますから、これはぜひ
避けていただきたい。新しい契約から借入人になる人に、そのへんは周知徹底したうえで導入していくということ

でもよろしいと思います。 
 

（メコンウォッチ松本氏） 

 
過去のガイドラインが適用される案件というのは、すでに融資契約が結ばれている案件ということになります。

したがって、その融資が止まることもまずあり得ないし、支払い遅延もまず今の段階ではあり得ない中で、今、お
っしゃっている不利益というのは、具体的にはどういうことがあり得るのか。つまり、基本的にはガイドラインを遵

守してやられているわけでしょうが、それに対して異議が出ていると。それに対してＪＢＩＣが、ＪＢＩＣ内部のこの機

構を通じてＪＢＩＣがちゃんとガイドラインを遵守したかしないかということを審査するということを今、私たちは提案
しているわけですから、それが具体的にどういう不利益になるのかがよく分からないのですが、教えていただけま

すか。 
 

（参加者Ｂ） 

 
私が発言するのはどうかと思いますが、要するに、両者が合意している契約について一方的に一方が契約変

更するというのは、リーガルに問題があるのではないでしょうかというお話を言われたかと思います。 
それで、ベースとしては、いろいろＮＧＯの方の意見等もあって、今回新しい新ガイドラインができるということで、

その新ガイドラインにおきます不遵守の場合の異議申し立てについてこの場で議論していると思っております。し

たがいまして、過去のガイドラインの扱いをどうするかというところは、このパブリックフォーラムの視点の外ではな
いかと思っております。いろいろご意見があろうかと思いますが、基本的にはこの新ガイドラインで新しく異議申し

立て制度ができるということで、その異議申し立て制度をどうするべきかということの範囲で議論をしているという
ことではないのでしょうか。 

 

（矢島次長） 
 

今の点は、おっしゃるとおり、新ガイドラインに基づく手続きということではございますが、旧ガイドラインの下で
もこういう手続きを使っていくべきではないかというのは、必ずしもスコープが完全に外れているという議論ではな

いと思いますので、この場で議論していただいていいテーマだろうと思います。そういう意味で、私からも、議事進

行役として問題提起といいましょうか、話題を提供させていただいたということだと思います。 
そういう中で、これまでのお話を総合してみます。当然にして、過去のガイドラインに基づく遵守・不遵守というこ

とはできないことではないのだろうと思います。あとは、いろいろ産業界からのご意見もございましたし、ＪＢＩＣのこ
れまでの話を総合しますと、契約関係というのでしょうか、実際にはリーガルにローンドキュメントにガイドラインの

手続き云々というのが必ずしも書いてあるということではないと思います。ただ、ＪＢＩＣのどういう環境ガイドライン

に基づいてチェックしていくのかというのは、当然、実施主体にも伝わっている話でございますので、これまで前提
としなかったものが急に出てきたという意味では、借入人との信頼関係の面で問題が生じてくるというのがいちば
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ん大きな点かと思います。そこはまさにもともとの前提の議論なのだろうと思います。これは、新しい環境ガイドラ

インの中に出てくる異議申し立ての手続きであるということで、今申し上げましたプロジェクトの実施主体とのこれ

までの関係を考えますと、やはり新ガイドイランの施行に合わせた来年の10月以降、この異議申し立ても、それを
対象として手続きを設けていくという整理が必要ではないかと考えられます。 

 
（メコンウォッチ松本氏） 

 

ここはこだわります。この場がふさわしくないのであれば別の場で、こういう制度を作ったのだから、過去のガイ
ドラインになぜ適用しないのだという議論は続けたいと思います。これはＪＢＩＣ組織としての話だと思います。新環

境ガイドラインを作ったからこうであるということ以上に、自らの指針を、どう遵守を確保するのかという、まさに組
織としての対応のことだと思いますので。経緯は尊重しますし、この場で議論できる限界はあると思いますが、私

としては、やはり必要というか、ういうふうに作るわけですし、入柿さんがおっしゃったように手続き案と組織案は

別個の存在になってくると思いますので、その段階でＪＢＩＣのその組織をどういうふうに適用するのかというのは、
この手続きとはまた別のところに存在し得ることだと思いますので、それについてはまた改めてＪＢＩＣと議論を続

けたいと思います。この場は、皆さんは新環境ガイドラインのことで集まっていらっしゃいますので、私とすれば、
別の場も使いながらＪＢＩＣとは議論を続けたいと思います。 

 

（矢島次長） 
 

そういう意味では、新ガイドラインでない古いガイドラインというか、現状のガイドラインにおいて遵守・不遵守を
どう考えていくかというのは、今後の課題ということでメコンウォッチの松本さんのほうからご提言いただいたという

ことで、これはＪＢＩＣ側もテイクノートして、なんらかの場でまた議論をするということに整理させていただきたいと

思います。 
だいたい以上で、すべての点を、ファーストラウンドということでございますが、網羅したと思われます。この中で、

すべての点の整理というよりも、オープンイシューになっていて、ＪＢＩＣ側のセカンドドラフトで盛り込んでいただき
たい点につきまして整理をさせていただきたいと思います。 

一つは、「異議申し立ての期間」のところで、ポイントは、「承諾前」をどう考えていくのかということでございます。

「融資契約の調印締結前」をどう考えていくのかということで、ここは、前回、きょうはいらしていませんが、原科先
生のご提案に、その前に投融資部門に対してさまざまな意見をいただく、ただ、そこのところが必ずしも明確なル

ールには手続きとしてはなっていないということでございますので、そこのところをもう少し明確化したらいいので
はないかというご提言がありましたので、そういう形に沿った形でＪＢＩＣ側はセカンドドラフトに持っていっていただ

きたいと思います。 

「期間」のほうのもう一方の、ＪＢＩＣ案では「貸出終了」というところでございますが、ここは、少なくともガイドライ
ン上モニタリングというところまでスコープに入っているので、そこまで考えるべきではないかというのがこの場で

の方向性だったと思われます。 
2点目は、これはまさにオープンイシューでございますが、並行二重手続きのところでございます。ここはさまざ

まな議論、意見をいただきましたので、それを踏まえた形でＪＢＩＣ側に案を提示していただきたいと考えておりま

す。 
あと、この場でもし何か回答があればいただきたいと思いますし、現状でまだ考えが整理されていないというこ

とであれば、セカンドドラフトの段階でいいのですが、要は、異議申し立てを人に限るのかどうかという提案がござ
いました。これまでのさまざまな参考にしております類似の手続きの中では、当然にして、「申立人」というぐらいで

すから、「人」が大前提になっているわけですが、そうではない環境、希少生物とか、そういう問題があるのではな

いかというご提言をいただいたと思います。これは、現時点で、ＪＢＩＣ側の検討状況はどうでしょうか。 
 

（入柿課長） 
 

その点につきましては、もちろんそういう訴えについては真摯に耳を傾けてまいりたいと思いますし、投融資担

当部門あるいは環境審査部門のほうで十分に配慮していきたいと思っておりますが、この手続きになじむかとい
いますと、ちょっとなじまないのではないかと思っております。したがいまして、今のところ考えておりますのは、や

はりこの手続きの外で処理するべきかと考えておるところでございます。 
 

（矢島次長） 

 
だいたい、非常にオープンイシューになっているのは今の3点と私は理解しております。それ以外、さまざまな点

も含め、文言修正はかなりの個所に及ぶと思いますが、ＪＢＩＣ、よろしくお願いしたいと思います。 
今後のスケジュールでございますが、きょうで一度、ファーストラウンドのひととおりの議論が終わったということ

です。次回は来週の金曜日でございますが、そのときまでに、もっとも1週間しかないので、事前に必ずホームペ

ージ上で公開していただきたいと思いますが、いつになってというのはなかなか難しいかも分かりません。少なくと
もセカンドドラフトを金曜日の段階では実質的な議論ができるような形で前広にホームページ上で公開するという
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作業をお願いしたいと思います。 

それを受けたうえで、25日、来週の金曜日と、10月の最後の31日ということで前にもご案内しておりますように、

これからあと2回と考えております。来週の金曜日は、セカンドドラフトをご覧になっていただいたうえでのコメントを
受けて、できれば一とおりの議論を、そういう意味では、セカンドステップのラウンドの議論を終わらせたいと思っ

ておりまして、方向観としては、31日は最後の調整に入る、こんなことでできればと、私の希望的観測かも分かり
ませんが、考えております。 

きょうは、私のほうから考えております議題はこれだけでございますが、何かご意見がございましたら、いただ

ければと思います。特になければ、早めではございますが、一とおり終わりましたので、終了させていただきたい
と思います。繰り返しになりますが、前広にホームページ上で公開するようにＪＢＩＣにはお願いしたいと考えており

ます。どうもありがとうございました。 
 

以 上 


